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調査要領 

１ 調査⽬的 
 本調査は、地⽅公務員の退職状況等に係る実態を把握することにより、地⽅公務員の⾼齢
対策に資することを⽬的とする。 

２ 調査対象団体 
  都道府県、政令指定都市、市（政令指定都市を除く。以下同じ。）、特別区、町村、⼀
部事務組合及び広域連合。 

３ 調査対象職員 
  調査対象職員は、調査対象団体に属する⼀般職の地⽅公務員（期限付任⽤職員、臨
時的任⽤職員、再任⽤職員、法律により任期の定めのある職員、⼤学の学⻑及び部局⻑を
除く。以下「職員」という。）である。 

４ 区分 
（１）職種

ア ⼀般⾏政職
税務職、海事職、研究職、医療職、福祉職、消防職、企業職、技能労務職、教育

職及び警察職以外の職をいうものであること。 

イ 税務職
国の税務職俸給表の適⽤を受ける者に相当する職員（企業職の職員を除く。）をいう

ものであること。 

ウ 海事職
国の海事職俸給表（⼀）⼜は（⼆）のいずれかの適⽤を受ける者に相当する職員

（企業職の職員を除く。）をいうものであること。 

エ 研究職
国の研究職俸給表の適⽤を受ける者に相当する職員（企業職の職員を除く。）をいう

ものであること。 

オ 医療職
国の医療職俸給表（⼀）、（⼆）⼜は（三）のいずれかの適⽤を受ける者に相当す

る職員及び獣医師（獣医師としての資格を有し、保健所、家畜保健衛⽣所等において
現実に獣医師として本来の業務に従事している職員に限る。）（企業職の職員は除
く。）をいうものであること。 
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カ 福祉職 
国の福祉職俸給表の適⽤を受ける者に相当する職員（企業職の職員を除く。）をいう 

ものであること。 

キ 消防職 
消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 11 条第１項に規定する消防職員及 

び同法第 19 条第１項に規定する消防団員（常勤の職員に限る。）をいうものであること。
なお、消防組織がない市町村において、専ら消防事務に従事し、消防費に係る予算から
給与が⽀給されている者の数は含まれないものとする。 

ク 企業職 
地⽅公営企業等の労働関係に関する法律（昭和 27 年法律第 289 号）第３条第 

４号に規定する職員をいうものであること。 

ケ 技能労務職 
国の⾏政職俸給表（⼆）の適⽤を受ける者に相当する職員（企業職の職員を除 

く。）をいうものであること。 

コ 教育職 
次の①から⑤までのいずれかに該当する者をいうものであること。 
①  国の教育職俸給表（⼀）の適⽤を受ける者に相当する職員（したがって、⼀般 

職員のうちの教務職員（昭和 32 年⼈事院指令 9-56 第１項第１号に規定する
者に準ずる職員）が含まれる。） 

②  ⼀般職の職員の給与に関する法律等の⼀部を改正する法律（平成 16 年法律
第 136 号）第１条の規定による改正前の⼀般職の職員の給与に関する法律
(昭和 25 年法律第 95 号。以下「旧給与法」という。）別表第 6 の教育職俸給
表（⼆）の適⽤を受ける者（⼈事院規則 9-2-48 による改正前の⼈事院規則
9-2（以下「旧規則」という。）第９条第２号及び第３号に規定する者を除
く。）に相当する職員及び特別⽀援学校・専修学校・各種学校に勤務する職員
で教育に従事することを本務とする職員 

③  旧給与法別表第６の教育職俸給表（三）の適⽤を受ける者に相当する職 
（枠外教員を含む。）（特別⽀援学校で教育に従事する職員を除く。） 

④  国の教育職俸給表（⼆）の適⽤を受ける者（旧規則 9-2 第 10 条の２第１ 
号に規定する者に限る。）に相当する職員 

⑤  教育公務員特例法（昭和 24 年法律第１号）第２条第５項に規定する指導 
主事（充て指導主事を除く。）及び社会教育主事 

サ 警察職 
国の公安職俸給表（⼀）の適⽤を受ける者に相当する職員をいうものであること。 

 
 

- 2 -



（２）団体区分 
① 「市・特別区」とは、市及び特別区の合計であること。 
② 「⼀部事務組合等」とは、⼀部事務組合及び広域連合をいうものであること。 
 

５ 留意事項 
（１）第１表関係 

① 平成 29 年度中に地⽅公共団体を離職した者（再任⽤職員を除く。）の状況を調査し
ているものであること。 

② 「定年退職」には、勤務延⻑後に退職した職員の数が含まれているものであること。 
③ 「早期退職募集制度による退職」とは、任命権者が、年齢別⼈員構成の適正化を通じ

た組織活⼒の維持等を⽬的として、退職⼿当に関する条例に基づき、年齢、職位、勤務
部署等の条件を⽰して退職希望者を募集し、これに応募した当該職員が退職することをい
う。 

④ 「勧奨退職」とは、任命権者が、⼈事管理上の⽬的から職員に対して退職を勧奨し、こ
れに応じて当該職員が退職することをいう。 
なお、本調査でいう勧奨退職は、以下の要件を満たすものである。 
○ 退職⼿当に関する条例（団体が加⼊する退職⼿当組合の条例を含む。以下同

じ。）に基づき、割増した退職⼿当（⾃⼰都合退職に⽐し⾼い⽀給率を適⽤した⼿
当⼜は退職⼿当の算定の基礎となる給料⽉額に加算した⼿当）が⽀給されているも
のであること。 

○ 任命権者が退職勧奨を⾏った事実について、⼈事委員会規則等に基づく記録が作
成されているものであること。 

⑤ 「普通退職」とは、定年退職、勧奨退職、早期退職募集制度による退職、分限免職、
懲戒免職、失職及び死亡退職のいずれの事由にも該当しないで離職することをいう。例え
ば、⾃⼰都合による退職、⑥の在職期間の通算を伴う退職等のほか、いわゆる諭旨免職に
よる離職などがある。 

⑥ 「在職期間の通算を伴う退職等」とは、⑤の普通退職のうち、任命権者⼜はその委任を
受けた者の要請に応じ、引き続いて他の地⽅公共団体、国等の職員となるため退職⼿当を
⽀給されずに退職した場合や、⼆以上の地⽅公共団体の職員としての⾝分を併有していた
者が、⼀⽅の地⽅公共団体を離職した場合をいう。 

 
（２）第２表から第５表関係 

① 平成 29 年度中に定年退職、早期退職募集制度による退職、勧奨退職⼜は普通退職
した者について、退職時の年齢を職種別年齢階級別に調査しているものであること。 

② 定年退職、早期退職募集制度による退職及び勧奨退職の定義については、（１）第
１表関係②、③及び④と同じであること。普通退職の定義については、（１）第１表関係
⑤のうち、⑥の在職期間の通算を伴う退職等を除くものであること。 
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（３）第６表及び第７表関係 
① 「早期退職募集を⾏っている団体」及び「勧奨退職を⾏っている団体」について、その基準

等を調査しているものであること。 
② 各基準等については、複数回答が可能であること。 
③ 任命権者により基準等が異なる場合については、⾸⻑部局における基準等が回答されて

いるものであること。 
 

（４）第８表及び第９表関係 
① 平成 28 年度中に定年⼜は勧奨退職した職員のうち、平成 28 年度中において再 

就職した者（平成 29 年４⽉１⽇時点に引き続いてその職にあった場合に限る。）及び
平成 29 年度中において再就職した者について、各団体が知り得たものの状況を、離職前
に従事していた職種及び再就職後の職等に着⽬して調査しているものであること。 

② 「法第 28 条の４」には、地⽅公務員法（以下「地公法」という。）第 28 条の４の規定 
に基づき再任⽤された者の数が計上されているものであること。 

③ 「法第 28 条の５」には、地公法第 28 条の５の規定に基づき再任⽤された者の数が計上 
されているものであること。 

④ 「法第３条第３項第３号」には、地公法第３条第３項第３号に規定されている特別職 
の嘱託員等に採⽤された者の数が計上されているものであること。 

⑤ 「法第 22 条第２項・第５項」には、地公法第 22 条第２項⼜は第５項の規定に基づき 
臨時的に任⽤された者の数が計上されているものであること。 

⑥ 「他の地⽅公共団体」には、当該地⽅公共団体以外の地⽅公共団体に採⽤された者の 
数が計上されているものであること。 

また、「うち法第 28 条の６」には、地公法第 28 条の６の規定に基づき当該地⽅公共団
体以外の地⽅公共団体に再任⽤された者の数が内数として計上されているものであること。 

⑦ 「地⽅独⽴⾏政法⼈」には、地⽅独⽴⾏政法⼈に再就職した者の数が計上されているも 
のであること。 

⑧ 「地⽅三公社」には、地⽅三公社（地⽅住宅供給公社法に基づき設⽴された地⽅住宅 
供給公社、地⽅道路公社法に基づき設⽴された地⽅道路公社及び公有地の拡⼤の推
進に関する法律に基づき設⽴された⼟地開発公社）に再就職した者の数が計上されてい
るものであること。 

⑨ 「⾮営利法⼈」には、⾮営利法⼈（公益法⼈、協同組合、共済組合、労働組合など） 
に再就職した者の数が計上されているものであること。 

また、「うち出資あり」には、当該団体が出資している法⼈に再就職した者の数が内数とし 
て計上されているものであること。 

⑩ 「営利法⼈」には、営利法⼈（会社法に基づく法⼈、相互会社、信⽤⾦庫など）に再就 
職した者の数が計上されているものであること。 

また、「うち出資あり」には、当該団体が出資している法⼈に再就職した者の数が内数とし 
て計上されているものであること。 

⑪ 「⾃営業」には、⾃家営業者として就いた者の数が計上されているものであること。 
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（５）調査結果（団体区分別）第 10 表及び第 11 表関係 
① 平成 29 年度中に地⽅公共団体を離職した者（再任⽤職員を除く。）の状況を都道

府県及び政令指定都市の団体ごとに集計しているものであること。 
 

（６）調査結果（団体区分別）第 12 表から第 15 表関係 
①平成 28 年度中に定年⼜は勧奨退職した職員のうち、平成 28 年度中において再就

職した者（平成  29 年４⽉１⽇時点に引き続いてその職にあった場合に限る。）及び
平成 29 年度中において再就職した者について、各団体が知り得たものの状況を、離職
前に従事していた職種及び再就職後の職等に着⽬して都道府県及び政令指定都市の
団体ごとに集計しているものであること。 
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第１ 調査結果（全体） 

【平成 29 年度離職者】 

● 離職状況の概況

● 第 1 表 職種別事由別離職者数

● 第 2 表 定年退職者の年齢

● 第 3 表 早期退職募集制度による退職者の年齢

● 第 4 表 勧奨退職者の年齢

● 第 5 表 普通退職者（在職期間の通算を伴う退職者等を除く）の年齢

● 第 6 表 早期退職募集制度の実施状況等

● 第 7 表 勧奨退職の実施状況等

【平成 28 年度離職者】

● 再就職状況の概況

● 第 8 表 定年退職者の再就職状況

● 第 9 表 勧奨退職者の再就職状況
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25歳未満 25歳以上 30歳以上 35歳以上 40歳以上 42歳以上 44歳以上 46歳以上 48歳以上
30歳未満 35歳未満 40歳未満 42歳未満 44歳未満 46歳未満 48歳未満 50歳未満

都道府県 1,575 199 444 236 143 57 60 73 69 50
政令指定都市 661 51 167 107 69 19 25 33 26 31
市・特別区 3,476 228 826 532 380 127 150 169 144 121
町村 1,295 133 321 189 116 54 45 50 66 25

⼀部事務組合等 116 7 26 11 10 4 3 5 9 6
計 7,123 618 1,784 1,075 718 261 283 330 314 233

（構成⽐） (100.0%) (8.7%) (25.0%) (15.1%) (10.1%) (3.7%) (4.0%) (4.6%) (4.4%) (3.3%)
都道府県 53 8 11 8 3 1 3 3 2 4

政令指定都市 29 1 8 3 3 1 5 3
市・特別区 159 18 47 28 16 5 4 4 8 4
町村 30 3 8 6 4 3

⼀部事務組合等
計 271 30 74 45 26 7 7 15 10 11

（構成⽐） (100.0%) (11.1%) (27.3%) (16.6%) (9.6%) (2.6%) (2.6%) (5.5%) (3.7%) (4.1%)
都道府県 21 2 6 4 1 1

政令指定都市
市・特別区 3 1 1
町村 9 1 1 1 1 2

⼀部事務組合等
計 33 3 6 5 2 1 1 0 2 2

（構成⽐） (100.0%) (9.1%) (18.2%) (15.2%) (6.1%) (3.0%) (3.0%) (0.0%) (6.1%) (6.1%)
都道府県 66 12 13 16 4 2 2 1 5

政令指定都市 3 1 1
市・特別区 3 2
町村

⼀部事務組合等
計 72 0 12 13 18 4 2 3 1 6

（構成⽐） (100.0%) (0.0%) (16.7%) (18.1%) (25.0%) (5.6%) (2.8%) (4.2%) (1.4%) (8.3%)
都道府県 1,219 83 263 333 228 72 55 49 36 24

政令指定都市 261 10 54 53 54 21 19 9 11 6
市・特別区 3,014 248 728 720 510 158 167 85 81 69
町村 428 23 57 80 67 26 21 16 21 20

⼀部事務組合等 879 66 182 237 137 38 49 30 33 12
計 5,801 430 1,284 1,423 996 315 311 189 182 131

（構成⽐） (100.0%) (7.4%) (22.1%) (24.5%) (17.2%) (5.4%) (5.4%) (3.3%) (3.1%) (2.3%)
都道府県 84 7 21 16 12 6 2 2 2 3

政令指定都市 267 23 76 50 35 12 6 12 10 6
市・特別区 1,441 198 433 262 210 60 48 53 32 26
町村 306 46 90 50 40 15 12 11 5 2

⼀部事務組合等 46 2 6 9 7 1 4 1 2 1
計 2,144 276 626 387 304 94 72 79 51 38

（構成⽐） (100.0%) (12.9%) (29.2%) (18.1%) (14.2%) (4.4%) (3.4%) (3.7%) (2.4%) (1.8%)
都道府県 122 46 44 14 4 2 2 4 2

政令指定都市 143 41 31 19 12 4 6 3 3 5
市・特別区 326 101 87 36 18 4 9 3 5 6
町村 27 6 11 5 1 1 1

⼀部事務組合等 287 89 78 31 10 6 8 4 4 4
計 905 283 251 105 44 15 26 12 17 17

（構成⽐） (100.0%) (31.3%) (27.7%) (11.6%) (4.9%) (1.7%) (2.9%) (1.3%) (1.9%) (1.9%)
都道府県 2,011 222 477 487 343 110 101 61 44 42

政令指定都市 812 96 187 179 105 46 41 37 25 12
市・特別区 3,029 295 759 671 503 151 120 96 84 67
町村 118 9 21 9 24 11 7 1 6 2

⼀部事務組合等 755 55 158 189 142 47 27 20 19 17
計 6,725 677 1,602 1,535 1,117 365 296 215 178 140

（構成⽐） (100.0%) (10.1%) (23.8%) (22.8%) (16.6%) (5.4%) (4.4%) (3.2%) (2.6%) (2.1%)
都道府県 50 2 5 3 3 1 3 4 2

政令指定都市 85 6 6 9 6 3 2 5 3 1
市・特別区 321 3 12 15 31 10 12 17 15 18
町村 52 1 2 4 9 6 4 2 1

⼀部事務組合等 46 2 3 6 7 1 2 1 3 1
計 554 14 28 37 56 21 19 31 23 23

（構成⽐） (100.0%) (2.5%) (5.1%) (6.7%) (10.1%) (3.8%) (3.4%) (5.6%) (4.2%) (4.2%)
都道府県 4,287 254 1,163 786 605 180 175 163 120 121

政令指定都市 1,170 58 317 235 163 49 34 28 25 20
市・特別区 407 42 98 60 44 17 16 18 16 14
町村 67 2 21 11 7 4 1 2 2 1

⼀部事務組合等 3 1
計 5,934 356 1,599 1,093 819 250 226 211 163 156

（構成⽐） (100.0%) (6.0%) (26.9%) (18.4%) (13.8%) (4.2%) (3.8%) (3.6%) (2.7%) (2.6%)
都道府県 2,728 1,376 585 232 151 28 31 36 25 20

政令指定都市 － － － － － － － － － －
市・特別区 － － － － － － － － － －
町村 － － － － － － － － － －

⼀部事務組合等 － － － － － － － － － －
計 2,728 1,376 585 232 151 28 31 36 25 20

（構成⽐） (100.0%) (50.4%) (21.4%) (8.5%) (5.5%) (1.0%) (1.1%) (1.3%) (0.9%) (0.7%)
都道府県 12,216 2,199 3,031 2,132 1,509 459 434 395 304 273

政令指定都市 3,431 286 846 655 447 155 133 133 103 85
市・特別区 12,179 1,133 2,990 2,324 1,715 532 526 445 386 325
町村 2,332 224 531 355 267 118 88 87 103 53

⼀部事務組合等 2,132 221 453 484 313 97 93 61 70 41
計 32,290 4,063 7,851 5,950 4,251 1,361 1,274 1,121 966 777

（構成⽐） (100.0%) (12.6%) (24.3%) (18.4%) (13.2%) (4.2%) (3.9%) (3.5%) (3.0%) (2.4%)

第５表　普通退職者（在職期間の通算

研

究

職

企

業

職

消

防

職

海

事

職

区　　分 普通退職者数
合計

警

察

職

医

療

職

福

祉

職

合

　
　
計

技
能
労
務
職

教

育

職

⼀
般
⾏
政
職

税

務

職
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（単位：⼈，％）

50歳 51歳 52歳 53歳 54歳 55歳 56歳 57歳 58歳 59歳 60歳 61歳以上 65歳以上
65歳未満

18 11 22 20 18 16 25 34 24 23 19 5 9
11 12 10 9 8 6 7 15 18 23 6 7 1
48 35 61 42 55 61 70 84 90 124 39 80 10
6 13 17 15 15 16 32 33 41 46 22 29 11
3 3 2 4 3 4 3 3 2 6 1 1
86 74 112 90 99 103 137 169 175 222 87 121 32

(1.2%) (1.0%) (1.6%) (1.3%) (1.4%) (1.4%) (1.9%) (2.4%) (2.5%) (3.1%) (1.2%) (1.7%) (0.4%)
2 1 1 2 4

1 1 1 1 1
4 1 2 2 2 1 1 4 1 3 2 2

1 1 1 2 1

5 1 2 5 2 4 3 1 7 7 4 3 2
(1.8%) (0.4%) (0.7%) (1.8%) (0.7%) (1.5%) (1.1%) (0.4%) (2.6%) (2.6%) (1.5%) (1.1%) (0.7%)

1 1 1 2 1 1

1
1 2

0 1 0 1 1 1 3 3 0 0 1 0 0
(0.0%) (3.0%) (0.0%) (3.0%) (3.0%) (3.0%) (9.1%) (9.1%) (0.0%) (0.0%) (3.0%) (0.0%) (0.0%)

1 2 4 1 2 1
1

1

1 2 1 0 4 0 0 0 1 3 1 0 0
(1.4%) (2.8%) (1.4%) (0.0%) (5.6%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (1.4%) (4.2%) (1.4%) (0.0%) (0.0%)

9 8 10 7 10 9 4 3 4 4 4 4
2 4 3 2 2 1 2 5 1 2
30 18 24 19 19 29 18 21 25 10 12 17 6
8 4 5 6 7 12 9 11 11 11 1 9 3
10 5 8 7 14 12 7 9 3 9 5 5 1
59 39 47 42 50 64 40 45 45 39 23 37 10

(1.0%) (0.7%) (0.8%) (0.7%) (0.9%) (1.1%) (0.7%) (0.8%) (0.8%) (0.7%) (0.4%) (0.6%) (0.2%)
1 1 1 4 1 4 1

1 1 2 5 3 6 6 13
10 7 7 7 9 12 16 19 26 2 2 2
2 4 2 4 2 3 10 6 2
1 1 4 4 3
13 1 13 8 12 23 25 26 35 52 3 4 2

(0.6%) (0.0%) (0.6%) (0.4%) (0.6%) (1.1%) (1.2%) (1.2%) (1.6%) (2.4%) (0.1%) (0.2%) (0.1%)
1 3

2 2 1 1 2 3 1 2 5
3 1 3 3 4 4 4 4 8 13 5 5

1 1
3 2 1 3 2 4 5 7 6 11 7 2
8 5 4 7 8 10 13 12 19 30 12 7 0

(0.9%) (0.6%) (0.4%) (0.8%) (0.9%) (1.1%) (1.4%) (1.3%) (2.1%) (3.3%) (1.3%) (0.8%) (0.0%)
12 12 12 9 18 6 9 12 5 9 3 13 4
11 4 5 9 7 7 10 4 12 9 6
22 27 30 24 32 16 20 30 20 20 9 30 3
2 1 4 3 2 3 2 4 1 2 3 1
10 9 4 6 11 4 4 12 6 7 5 3
57 53 55 51 70 36 45 62 44 47 21 49 10

(0.8%) (0.8%) (0.8%) (0.8%) (1.0%) (0.5%) (0.7%) (0.9%) (0.7%) (0.7%) (0.3%) (0.7%) (0.1%)
1 3 4 2 2 2 2 4 2 5
5 1 2 5 1 7 5 5 4 6 2 1
7 6 10 9 14 10 21 18 35 19 18 16 5
1 3 1 5 1 3 6 1 2
1 1 3 3 1 4 2 2 3
15 11 16 20 16 27 30 28 45 37 25 27 5

(2.7%) (2.0%) (2.9%) (3.6%) (2.9%) (4.9%) (5.4%) (5.1%) (8.1%) (6.7%) (4.5%) (4.9%) (0.9%)
55 51 48 37 55 51 79 75 81 104 61 17 6
4 6 10 12 9 11 7 31 38 54 19 32 8
8 7 7 5 4 9 5 9 8 8 2 7 3
3 1 1 2 3 1 5
1 1
71 65 65 55 70 72 91 118 128 171 82 56 17

(1.2%) (1.1%) (1.1%) (0.9%) (1.2%) (1.2%) (1.5%) (2.0%) (2.2%) (2.9%) (1.4%) (0.9%) (0.3%)
11 16 13 23 21 20 23 27 29 40 20 1
－ － － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － － －
11 16 13 23 21 20 23 27 29 40 20 1 0

(0.4%) (0.6%) (0.5%) (0.8%) (0.8%) (0.7%) (0.8%) (1.0%) (1.1%) (1.5%) (0.7%) (0.0%) (0.0%)
107 103 110 99 129 107 149 155 151 194 112 45 19
36 30 30 39 28 41 37 63 83 115 35 42 9
132 96 142 111 137 140 151 183 209 222 90 159 31
22 19 31 29 29 40 49 59 64 79 27 44 14
29 20 15 24 30 32 24 31 21 38 15 15 5
326 268 328 302 353 360 410 491 528 648 279 305 78

(1.0%) (0.8%) (1.0%) (0.9%) (1.1%) (1.1%) (1.3%) (1.5%) (1.6%) (2.0%) (0.9%) (0.9%) (0.2%)

を伴う退職者等を除く）の年齢（平成29年度離職者）
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第２ 調査結果（団体区分別） 

【平成 29 年度離職者】 

● 第 10 表 【都道府県】事由別離職者数

● 第 11 表 【政令指定都市】事由別離職者数

● 第 12 表 【都道府県】定年退職者の再就職状況

● 第 13 表 【都道府県】勧奨退職者の再就職状況

● 第 14 表 【政令指定都市】定年退職者の再就職状況

● 第 15 表 【政令指定都市】勧奨退職者の再就職状況

【平成 28 年度離職者】 
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